




































や高周波伝送線路等を含む「広義のマイクロ波回路」と各種 IC (Integrated Circuit)，
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内で Wi-Fi (Wireless Fidelity) により相互接続性が保証されているアクセスポイントに
接続することで，いつでもどこでも高速無線通信ができるようになった．最近では，新





















平面アンテナ (Planar Antenna) の研究開発が積極的に行われている． 














む「広義のマイクロ波回路」と各種 IC (Integrated Circuit)，RF-MEMS (Radio Frequency 
Micro Electro Mechanical System) やダイオード等の「回路エレメント」を一体複合化す
ることで，目的とする機能や性能に必要な電磁波動場を形成する技術である[15, 16]．近年，
アンテナ工学とマイクロ波工学は学際的に接近あるいは融合する技術として期待され












1.2 研究アプローチ                               







間波動信号処理をねらった直交励振平面アレーアンテナ (Orthogonal polarization planar 

































1.3 研究の位置づけ                                  
1.3.1  研究の位置づけ 
本論文では，マイクロ波複合技術による偏波制御平面機能アレーアンテナ，並びにレ
クテナユニットを提案し，それらの特性をそれぞれ明らかにする．具体的には，  




図 1-2 (a) に，外部動向を踏まえた本平面アレーアンテナの研究の位置づけを示す．
同図 (a) において，横軸に機能アンテナの種類 (偏波共用 (Dual-Polarization)，偏波切










さらに，図 1-2 (b) に，本レクテナユニットの位置づけを示す．横軸に受信電力密度
(Received Power Density)，縦軸に構造の簡易性，そして高さに RF-DC 変換効率 (RF-DC 




















1.3.2  誘電体 1 層基板の直交偏波共用平面アレーアンテナ 















① 誘電体 1 層基板による直交直線偏波共用平面アレーアンテナ 
② 誘電体 1 層基板による直交円偏波共用平面アレーアンテナ 
























1.3.3  マイクロ波複合技術による直交偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
 近年の無線通信技術の発展に伴い，従来の偏波ダイバーシティ技術に加え，SAR 観
測技術の 1 つであるポラリメトリックセンサや無線通信の大容量化を実現する MIMO 
(Multiple Input Multiple Output) システムなどにおいて，自由空間を伝搬する直交偏波を
積極的に利用しようという傾向が高まっている[2]．直交偏波には，水平/垂直の直線偏波 
(Linear Polarization)，右旋/左旋の円偏波 (Circular Polarization) の 4 種類あり，システム















① SPDT スイッチを用いた直交直線偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
② SPDT スイッチを用いた直交円偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
③ RF-MEMS スイッチを用いた直交直線偏切り替え平面機能アレーアンテナ 
④ Magic-T 回路を用いた直交 4 偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
について検討を行った．図 1-4 にそれぞれの構成例を示す．同図 (a) のアレーアンテナ
は，直交励振平面アレーアンテナと 4 個の PIN (P-Intrinsic-N) ダイオードを用いた SPDT 
(Single Pole Double Throw) スイッチを一体複合化した構成である．これは，ダイオード
への印加電圧の切り替えにより，偏波角 = +45/-45 度の直交する直線偏波を自在に切
り替えることができる．同図 (b) のアレーアンテナは，直交励振平面アレーアンテナ，
/2 ハイブリッド回路，そして SPDT スイッチを同一基板上で一体複合化した従来にな
い極めて簡易な構成である．これは，直交する右旋/左旋の円偏波を自在に切り替える
  第 1 章 序論 
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(b) SPDT スイッチを用いた直交円偏波切り替え 
図 1-4 マイクロ波複合技術による直交偏波切り替え平面機能アレーアンテナの構成例 








(d) Magic-T 回路を用いた直交 4 偏波切り替え 




1.3.4  マイクロ波複合技術によるレクテナユニット 
 近年，無線電力伝送の期待が非常に高まっている[45]．無線電力伝送の種類には，大き
く分けて 2 種類ある[46]． 
① エバネッセント界による励振 (電磁誘導方式，共振器結合方式，線路結合方式) 
② 放射界による空間伝送 (マイクロ波ミリ波方式，レーザー・ビーム方式) 
ここでは，多種の無線電力伝送方式の中からマイクロ波無線電力伝送  (Microwave 
Wireless Power Transmission : MWPT) に着目する．この方式の基本構成は，送電側から


















図 1-5 基本的なレクテナ構成 
 
  





図 1-6 マイクロ波複合技術によるレクテナユニットの構成例 
 




以下，本論文の章構成を示す (図 1-7)． 
 第 2 章 両平面回路技術を用いた平面アレーアンテナ 
 第 3 章 誘電体 1 層基板の直交偏波共用平面アレーアンテナ 
 第 4 章 マイクロ波複合技術による直交偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 











図 1-7 本論文の構成 









2.1 はじめに                                  
一般的に，平面アンテナは，その構造上，多くの特徴を有する[11]．例えば，(1) 低姿
勢，かつ小型軽量，(2) 量産化，低コスト化が可能，(3) 高い設計自由度，(4) 半導体や
他のマイクロ波素子を直接アンテナ面上に配置することが可能，そして (5) 給電線や
整合回路をアンテナと共に製作することが可能である．電気特性についても，(1) 平












 通常，平面アンテナのアレー給電方法には，(1) 直列給電，(2) 並列給電，(3) 直並列
/並直列給電がある (図 2-1)．図 2-1 (a) に示す直列給電形アレーは，一般的に給電線路
に沿って配列された複数の放射素子によって構成されるため，構造がシンプル，かつ給
電回路損が小さい．アレーを含む面内であれば主ビームの方向をある程度任意に設計で




る．このアレー構成は，終端条件 (整合負荷，もしくは短絡か開放) により 2 種類 (レ




岐) が必要であるため，この部分にインピーダンス変換器 (1/4 波長変成器等) を挿入し
て整合をとる必要がある．以上に加え，給電線路の曲がり部分やインピーダンス変換器
などからの不要放射にも注意が必要である．図 2-1 (c) に示す直並列給電形アレーは，
直列給電したアレーをサブアレーとして並列接続した構成である．給電回路の複雑さや
アンテナ特性は同図 (a) と (b) の中間的な特性を示し，高利得のアンテナとして利用
されることが多い．さらに，図 2-1 (d) の直列給電形アレーのクロス給電は，直列の X
分岐を用いることで給電線路長が短くした二次元のアレー構成である．一般的に，マイ







スロット線路 (Slot Line) を用いた同振幅逆位相の直列分岐回路 (Series branch circuit)
と同振幅同位相の並列分岐回路 (Parallel branch circuit) で構成している．回路全体にお
いてインピーダンス整合線路が不要，かつ曲がりのない簡易な構造である．さらに，放






















(c) 直並列給電形アレー        (d) 直列給電形アレーのクロス給電 
図 2-1 直列・並列・直並列形アレーの給電線路 
 第 2 章 両平面回路技術を用いた平面アレーアンテナ 
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2.2 両平面回路技術を用いた平面アレーアンテナ        
2.2.1  基本構成 
本節では，マイクロ波・ミリ波帯の伝送線路複合化技術である両平面回路技術を用い
た平面アレーアンテナについて述べる． 







る．図 2-3 (a) の並列分岐回路では，ܼଵのマイクロストリップ線路の終端は開放されて
いるため，終端から 1/4 波長手前の分岐点では伝送線路の性質から短絡となる．この場
合，マイクロストリップ線路とスロット線路は並列接続となっているため，インピーダ
ンスの整合条件は，ܼଵ ൌ 1 2⁄ ܼଶ ൌ ܼଷとなる．同図 (b) の直列分岐回路では，ܼଶのスロ
ット線路の終端は短絡の 1/4 波長スロット線路のため，終端から 1/4 波長手前の分岐点
は開放となる．この場合，スロット線路とマイクロストリップ線路は直列接続となって
いるため，インピーダンスの整合条件は，2ܼଵ ൌ ܼଶ ൌ 2ܼଷとなる．故に，本平面アレー
アンテナは，これらの分岐回路をアレーアンテナの給電回路に組み込むことで鏡面対称
構造を実現し，従来よりも簡易，かつ相補性[47]により主偏波に対する交差偏波成分を-30 






例を示す．図 2-2 の 4 素子平面アレーアンテナを基本ユニットとし，それを単純に配列
するだけで 4×4, 8×8…の様な多素子平面アレーアンテナを実現できる． 
 









(a) 同振幅同位相の並列分岐回路            (b) 同振幅逆位相の直列分岐回路 
図 2-3 直列・並列分岐回路の電界分布  
 





図 2-4 両平面回路技術を用いた平面アレーアンテナの多素子化の一例 
 
2.2.2  基本動作 
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第 3 章 
誘電体 1 層基板の 
直交偏波共用平面アレーアンテナ 
 
3.1 はじめに                                        












用のアレー化もすでに報告されている[26, 27]．  


















3.2 誘電体 1層基板の直交直線偏波共用平面アレーアンテナ 
3.2.1  基本構成 
図 3-1 に，4 素子直交直線偏波共用平面アレーアンテナの基本構成を改めて示す．以
下，4 素子アレーアンテナと略す．本 4 素子アレーアンテナは表面のマイクロストリッ
プアンテナ，マイクロストリップ線路，エアブリッジ，そして裏面のスロット線路で構
成しており，2 つの入出力ポートを有する誘電体 1 層基板の直交直線偏波共用平面アレ
ーアンテナである．前章で述べた様に，給電回路は直線状のマイクロストリップ線路と
スロット線路で構成し，特に，線路分岐部分にそれらの線路で構成した直列分岐・並列




レーナ型 MMIC (Monolithic Microwave Integrated Circuit) などで頻繁に使用される技術
である[49, 50]．主に，線路を交差させる必要がある時に使用され，回路の簡易化やサイズ
の縮小化等に非常に有効である．本アレーアンテナにおいても同様に，エアブリッジは


















ーアンテナへの展開ができる (図 3-3)． 
 
 
図 3-1 10 GHz の 4 素子直交直線偏波共用平面アレーアンテナの基本構成 





図 3-2 直交直線偏波共用平面アレーアンテナの多素子化の一例 
 
 
図 3-3 直交直線偏波共用平面アレーアンテナの高度化 
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      (a) 偏波角= +45 度の直線偏波           (b) 偏波角= -45 度の直線偏波 
図 3-4 4 素子直交直線偏波共用平面アレーアンテナの基本動作 
 
3.2.2  基本動作 
 図 3-4 に，Port 1 及び Port 2 から RF 信号を入力した場合の本アレーアンテナの基本動
作を示し，図 3-5 に，変形コプレーナ線路の直交伝送モードを示す． 
 例えば，Port 1 より入力された RF 信号は，スロット線路付マイクロストリップ線路
を偶モード (Even Transmission Mode) で伝搬する (図 3-5)．そして，信号は十字のスロ
ットの中央部の並列分岐回路により，= -45 度方向のスロット線路に同振幅同位相で
並列分配され，スロット線路を伝搬する．この時，= -45 度方向のスロット線路の一
部は，マイクロストリップ線路と重なっているが，奇モード (Odd Transmission Mode) と
して信号が伝搬する (図 3-5)．そして，スロット線路を伝搬する信号は，直列分岐回路
によりマイクロストリップ線路に同振幅逆位相で直列分配される．その後，信号は各ア
ンテナ素子へ給電され，偏波角= +45 度の直線偏波が励振される (図 3-4 (a))．この時，
Port 2 系の給電線路は，Port 1 からの信号に対して直交しているため，Port 1 と Port 2 間




ンテナ素子へ給電され，偏波角= -45 度の直線偏波が励振される (図 3-4 (b))．この場
合も Port 1 系の給電線路は，Port 2 からの入力信号に対して直交しているため，Port 1
と Port 2 間の干渉は原理的にない． 





図 3-5 変形コプレーナ線路の直交伝送モード 
 
3.2.3  エアブリッジ 
 エアブリッジは，交差する線路の伝送特性に影響を与える可能性がある[51]．そのため，
その影響を最小限に抑える設計が求められる．  
 本節では，エアブリッジ設計の最適化について述べる．図 3-6 に，一般的なマイクロ
ストリップ線路とエアブリッジの構造，並びに設計周波数 10 GHz のエアブリッジの寸
法を示す．エアブリッジの最適化の留意事項として，入力インピーダンス整合と下部の
マイクロストリップ線路 (図 3-6 (c)) とのアイソレーション特性が挙げられる．ここで
は，実現可能な範囲でエアブリッジのパラメータの追求を行うと同時にアンテナの総合
特性の確認により，エアブリッジの寸法を決定した．エアブリッジのパラメータは，高
さ H (0.1～0.8 mm)，幅 W (0.2～0.5 mm)，そして距離 D(0.9～1.9 mm) である． 
先ず，一般的なマイクロストリップ線路 (図 3-6 (a)) とエアブリッジを含むマイクロス
トリップ線路 (図 3-6 (b)) の物理長を等しくし，その 2 つの構造の通過の位相の比較を







シミュレータ (EMPro，FEM) を使用し，解析上の基板設定は比誘電率 (r) 2.15 とした．




(a)                       (b)                        (c) 
図 3-6 マイクロストリップ線路とエアブリッジの解析モデル [単位 mm] 
(a) マイクロストリップ線路 (b) エアブリッジ 
(c) エアブリッジとマイクロストリップ線路 
 
図 3-7 (a) に，H = 0.4 mm，W = 0.2 mm の時，D = 0.9～1.9 mm の変化，図 3-7 (b) に，
H = 0.4 mm，D = 1.7 mm の時，W = 0.2～0.5 mm の変化，そして図 3-7 (c) に，W = 0.2 mm，
D = 1.7 mmの時，H = 0.1～0.8 mmの変化の通過の位相の解析値を示す．図 3-7 (a) より，
距離 D を大きくすることで通過の位相差が小さくなり，D = 1.9 mm の時，2 度以下とい
う結果を得た．これは，D の変化によりエアブリッジの位相速度が変化し，位相差が抑
えられているためである．同図 (b) より，幅 W を小さくすることでも通過の位相差が
小さくなり，W = 0.2 mm の時，1 度以下という結果を得た．これも同様に，W の変化に
よりエアブリッジの位相速度が変化しているため，位相差が抑えられている．さらに，
同図 (c) より，H = 0.4 mm の時，通過の位相差が 1 度以下という結果を得た．従って，
高さ H，幅 W，そして距離 D による実効誘電率の調節により，特に，H = 0.4 mm， W = 
0.2 mm， D = 1.7 mm の時に，通過の位相差が抑えられていることを確認した． 
次に，図 3-6 (c) に示すエアブリッジの下部にマイクロストリップ線路を配置した場
合についても検討を行った．この場合も，エアブリッジの裏面に存在するスロット線路
は無視した．エアブリッジの下部のマイクロストリップ線路の寸法は，図 3-7 (a)～(c) の
解析結果を踏まえて決定した．ポート (P1，P2，P3，P4) の配置は，図 3-6 (c) に示す通
りである．図 3-8 に，その時の S-parameter の解析値を示す．結果より，10 GHz 付近で
S11は-18 dB，S21と S43は-0.3 dB という結果を得ており，ポート間のインピーダンス整
合がとれていることを確認した．さらに，S31と S41は 10 GHz 付近で約-20 dB という結
果を得ており，エアブリッジを用いた時の下部のマイクロストリップ線路への影響が極
めて小さいことも確認した．例えば，アイソレーション (S31，S41) が-10 dB でも，本
アレーアンテナは相補性効果の特徴を有するため，主偏波に対する交差偏波成分は抑圧
できる．故に，アイソレーションの-20 dB というのは妥当である． 






   (a) D を変化 (H = 0.4 mm，W = 0.2 mm)    (b) W を変化 (H = 0.4 mm，D = 1.7 mm) 
 
 
  (c) H を変化 (W = 0.2 mm，D = 1.7 mm) 











図 3-8 エアブリッジと下部のマイクロストリップ線路を含めた S-parameter の解析値 
 
3.2.4  解析・測定結果 




析には，Agilent 社の電磁界シミュレータ (EMPro，FEM) を使用した．基板は，ふっ素
樹脂含浸ガラスクロスとふっ素樹脂シートを積層した銅張積層板 (CGS-500A，比誘電
率 r : 2.15，厚さ h : 0.8 mm) を使用した[52]．さらに，アレーアンテナ給電回路中のエ
アブリッジは厚さ 0.018 mm の銅箔で実現した．精密なエアブリッジが必要な場合には，
リボンボンダやワイヤボンダを使用することで精度を上げることができる．図 3-9 に，
4 素子と 16 素子アレーアンテナの実現例を示す．全体のアレーアンテナサイズは，4 素
子の場合，50×50×0.8 mm，16 素子の場合，110×110×0.8 mm である．使用するエア
ブリッジの個数は，4 素子で 3 個，16 素子で 15 個である．解析と測定の周波数範囲を











(a) 4 素子 [50×50×0.8 mm] 
 
 
(b) 16 素子 [110×110×0.8 mm] 








図 3-10 4 素子直交直線偏波共用平面アレーアンテナの S-parameter の解析・測定値 
 
3.2.4.1  4 素子直交直線偏波共用平面アレーアンテナ 
 図 3-10 に，4 素子アレーアンテナの S-parameter の解析・測定値を示す．解析結果で
は，S11と S22はどちらも 10 GHz で-10 dB 以下を確認し，10.1 GHz 付近で最小値-40 dB
と良好な結果を得た．S21も解析周波数範囲内で-30 dB 以下を広帯域に維持しており，
ポート間の干渉は抑圧されていることを確認した．測定では，S11，S22は 10.3 GHz 付近
で約-30～-40 dB，S21は約-27 dB という結果を得た．しかし，解析結果と測定結果共に，






次に，図 3-11 (a) と(b) に，Port 1 より RF 信号を入力した場合の E 面と H 面の放射
パターンの解析・測定値を示す．結果より，解析と測定共に，非常によく一致しており，
主偏波に対する交差偏波成分は約-30～-40 dB と極めて小さな値であるため，十分に抑
圧されているといえる．図 3-11 (c) と (d) に，Port 2 より RF 信号を入力した場合の解
析・測定の放射パターンを示す．Port 1 の場合と同様に，E 面と H 面の放射パターンも
非常によく一致しており，こちらも主偏波に対する交差偏波成分は約-30～-40 dB と十
分に抑圧されている．さらに，このアレーアンテナの利得は，解析で 13 dBi，測定で約 






      (a) 入力ポートが Port 1 時の E 面         (b) 入力ポートが Port 1 時の H 面 
 
 
     (c) 入力ポートが Port 2 時の E 面         (d) 入力ポートが Port 2 時の H 面 
図 3-11 4 素子直交直線偏波共用平面アレーアンテナの放射パターンの解析・測定値 
 
11 dBi という結果を得た．この差異は，給電線路の伝送損失が解析と測定で違うためで





図 3-12 16 素子直交直線偏波共用平面アレーアンテナの S-parameter の測定値 
 
3.2.4.2 16 素子直交直線偏波共用アレーアンテナ  
 図 3-12 に，16 素子アレーアンテナの S-parameter の測定値を示す．結果より，S11，
S22は，どちらも 10.1 GHz で約-20 dB と良好な結果を得た．さらに，S21は 10.1 GHz で
-30 dB 以下を実現し，16 素子の場合も直交ポート間の干渉は抑圧されていることを確
認した．図 3-13 に，Port 1 または Port 2 より RF 信号を入力した時の E 面と H 面の放射
パターンの測定値を示す．結果より，16 素子の場合も主偏波に対して交差偏波成分が
-30 dB と十分に抑圧されていることがわかる．しかし，4 素子アレーアンテナと比較し
て，H 面放射パターンの第 1 サイドローブ (= +30/-30 度) が約-8 dB と上昇した．こ
れは，アンテナ素子間隔，給電回路の影響やエアブリッジのアイソレーションの限界等
によるものである．同時に，バックローブ(= +180/-180 度) も上昇した．これは，裏
面のスロット線路が 4 素子の構造と比較して増加したためである．バックローブを低減
するためには，スロット線路幅の最適化や遮蔽板をつけることで改善できる．さらに，













   (a) 入力ポートが Port 1 時の E 面         (b) 入力ポートが Port 1 時の H 面 
 
 
  (c) 入力ポートが Port 2 時の E 面         (d) 入力ポートが Port 2 時の H 面 







3.3 誘電体 1 層基板の直交円偏波共用平面アレーアンテナ 
3.3.1  基本構成 




図 3-14 に，4 素子直交円偏波共用平面アレーアンテナの基本構成を改めて示すととも
に，その実現例も示す．本アレーアンテナは，入力ポート (Port 1，Port 2) の選択によ






3.3.2  基本動作 
 図 3-15 に，本アレーアンテナの基本動作を示す．例えば，/2 ハイブリッド回路の
入力ポートを Port 1 とする．この時，Port 2 はアイソレーションポートとなる．Port 1
より入力された RF 信号は，/2 ハイブリッド回路中を伝搬し，Port 3 と Port 4 に出力さ
れる．この場合，Port 3 の出力信号の位相は Port 4 に対して/2 だけ進む．その後，位




トが Port 2 の時，Port 3 の出力信号位相は Port 4 に対して/2 だけ遅れる．この場合，左












(b) 実現例 [70×90×0.8 mm] 





           (a) 右旋円偏波 (RHCP)                 (b) 左旋円偏波 (LHCP)  
図 3-15 誘電体 1 層基板の直交円偏波共用平面アレーアンテナの基本動作 
 
3.3.3  /2 ハイブリッド回路 




られることが多い．/2 ハイブリッド回路は結合度 3 dB の方向性結合器であり，2 つの
出力部の位相差が/2 の分配合成回路として利用分野が広い．図 3-16 に，代表的なハイ
ブリッド回路を示す[16, 49]．同図の中でも最も代表的なものが，図 3-16 (a) に示す 1/4 波
長線路を組み合わせたブランチライン型ハイブリッド回路である．この回路では，入出
力アドミタンス Y0に対して各ブランチの特性アドミタンスを 
଴ܻଶ ൌ ୟܻଶ െ ୠܻଶ 
の関係を満たすように選ぶと整合がとれ，そのときの結合度は20 log ௔ܻ ௕ܻ⁄ で与えられ
る．従って， 
ୟܻ ൌ √2 ଴ܻ， ୠܻ ൌ ଴ܻ 
とすることにより容易に 3 dB の結合度が得られ，この回路は非常に簡易な構造で回路 





(a) ブランチライン型          (b)タンデム型               (c)ランゲ型 
 
   
 (d) 密結合線路型              (e) Ronde 型               (f) 広面結合型 
図 3-16 代表的なハイブリッド回路 
 
設計が容易である．しかし，1/4 波長の伝送線路 4 本を要するため，回路面積が大きく
なる． 
 一方，分布結合型のハイブリッド回路は，帯域が広く回路面積も比較的小さくて済む
が，結合度が小さいという欠点がある．このため，図 3-16 (b) に示す様なタンデムカプ
ラやインタディジタルカプラと呼ばれる構造が用いられる．2 本の線路を近接させるだ
けでは 3 dB の結合度がとれないので，複数の線路を用い，これらをブリッジで互いに
接続している．さらに，両平面回路技術を用いたハイブリッド回路 (密結合線路型，
Ronde 型，広面結合型) もこれまでに実現している．2 層誘電体基板で構成した広面結







3.3.3.2  回路の解析結果 
 本節では，設計周波数 10 GHz の/2 ハイブリッド回路の解析結果について，評価検
討を行った．図 3-17 に，ブランチライン型ハイブリッド回路の基本構造，並びにその
寸法を示す．解析には，Agilent 社の ADS (Schematic) を使用し，基板設定は前節と同じ
である．入出力ポートの特性インピーダンスは，114 とした．このインピーダンス値
は，アレーアンテナと一体複合化することを考慮したためである．解析の周波数範囲を
9.0～11.0 GHz とした． 
図 3-18 に，Port 1 より RF 信号を入力した時の S-parameter と出力ポート (Port 3，Port 
4) の位相差の解析値を示す．同図 (a) より，10 GHz で S11 と S21共に-40 dB 程度，S31






       
 










               (a) S-parameter                    (b) 出力信号の位相差特性 
図 3-18 ブランチライン型/2 ハイブリッド回路の解析値 
 
3.3.4  解析・測定結果 




ョンポートは 50 で終端する．そして，解析と測定の周波数範囲を 9.0～11.0 GHz とし
た． 
図 3-19 に，本アレーアンテナの S-parameter の解析・測定値を示す．結果より，解析
と測定共に同じ傾向を示しており，解析では，S11，S22は 9.5 GHz～10.75 GHz で-15 dB
以下，特に，10 GHz で-30 dB と反射が抑えられていることを確認した．測定でも，S11
と S22は，10 GHz でそれぞれ-16 dB と-18 dB と反射が抑えられていることを確認した．
さらに，S21は，10 GHz でそれぞれ-40 dB と-28 dB という結果を得て，入力ポートがア
イソレーションポートに対して影響を与えていないことを確認した (図 3-19 (b))． 
次に，図 3-20 に，軸比特性の解析・測定値を示す．結果より，解析と測定共に同じ
























図 3-20 直交円偏波共用平面アレーアンテナの軸比の解析・測定値 
 
 
        (a) 入力ポートが Port 1 の時             (b) 入力ポートが Port 2 の時 

















① 誘電体 1 層基板の直交直線偏波共用平面アレーアンテナ 
 直交する 2 つの直線偏波励振 
 多素子化が容易 
 すべての交差偏波成分が主偏波に対して-30～-40 dB の抑圧を実現 
② 誘電体 1 層基板の直交円偏波共用平面アレーアンテナ 
 マイクロ波複合技術による直交円偏波共用平面アレーアンテナ 
 直交する 2 つの円偏波励振 (RHCP，LHCP) 






















4.1 はじめに                                         
 近年の無線通信技術の発展に伴い，従来の偏波ダイバーシティ技術に加え，SAR 
(Synthetic Aperture Radar) 観測技術の 1 つであるポラリメトリックセンサや無線通信の
大容量化を実現する MIMO システムなどにおいて，自由空間を伝搬する直交偏波を積
極的に利用しようという傾向が高まっている[2]．直交偏波のシステム上の利用の実現状







[28-30] では，PIN ダイオードや RF-MEMS 等を複数個使用し，電圧制御により直線偏
波切り替えを実現されている．文献 [31-33] では，PIN やバラクタダイオード，そして
PET (Piezoelectric Transducers) 等を使用し円偏波切り替えを実現されている．文献 
















る．以下に示す 4 つの平面機能アレーアンテナを実現した． 
① SPDT スイッチを用いた直交直線偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
② SPDT スイッチを用いた直交円偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
③ RF-MEMS スイッチを用いた直交直線偏切り替え平面機能アレーアンテナ 





















4.2 SPDT スイッチを用いた直交直線偏波 
切り替え平面機能アレーアンテナ 
4.2.1  基本構成 
 図 4-1 に，SPDT スイッチを用いた直交直線偏切り替え平面機能アレーアンテナの基
本構成を改めて示すと共に，その実現例を示す．本アレーアンテナは，直交励振平面ア
レーアンテナ (第 3 章) と新たな構造の SPDT スイッチを同一基板上で構成したもので
ある．SPDT スイッチとは，第 1 章で述べた様に Single Pole Double Throw の略であり，









4.2.2  基本動作 
 図 4-2 に，本アレーアンテナの基本動作を示す．例えば，SPDT スイッチの出力ポー
トが Port 2 とする．Port 1 より入力された RF 信号は SPDT スイッチを伝搬し，Port 2 に
出力され，アレーアンテナ部の給電回路へと給電される．その後，信号は直列分岐・並
列分岐回路を伝搬し，各アンテナ素子へ給電される．この場合，偏波角 = +45 度の直
線偏波が励振される．同様に，SPDT スイッチの出力ポートが Port 3 の場合，Port 1 か
らの入力信号は Port 3 側を伝搬し，給電回路中の直列・並列分岐回路を伝搬する．この
場合,偏波角 = -45 度の直線偏波が励振される． 
 
 







(b) 実現例 [80×100×0.8 mm] 




(a) 偏波角 = +45 度の直線偏波          (b) 偏波角 = -45 度の直線偏波 
図 4-2 SPDT スイッチを用いた直線偏波切り替え平面機能アレーアンテナの基本動作 
 
4.2.3  SPDT スイッチ 
4.2.3.1  回路の基本構成 




 本節では，文献 [53-56] のスイッチ構成とは別の構成であり，RF 帯で直接信号処理
可能な SPDT スイッチの構成について述べる．図 4-3 に，その基本構造を示すと共に，
解析条件も示す．本 SPDT スイッチは両平面回路技術を積極的に活用し，表面にマイク
ロストリップ線路の入出力ポート (Port 1，Port 2，Port 3)，設計周波数の 1/2 波長オー
プンスタブ (#1，#2)，裏面に 2 波長のリング型スロット線路を誘電体 1 層基板で構成
している．4 個のスイッチングダイオード (D1，D2，D3，D4) はスロット線路上に装荷
し，それらの配置は図 4-3 に示す通りである．本スイッチは，アンテナの性能を左右す
る特性の 1 つであるアイソレーション特性を十分に確保するために，1/2 波長オープン
スタブ (#1，#2) を出力ポート (Port 2，Port 3) から 1/4 波長の位置，ダイオード (D3， 












4.2.3.2  回路の基本動作 
 図 4-4 に，本 SPDT スイッチの基本動作を示す．例えば，バイアスポートより正電圧





D2 側へは伝搬しない (図 4-4)．変換された信号は，ダイオード D3 までスロット線路を
伝搬する．その後，スロット-マイクロストリップ分岐回路によりマイクロストリップ
線路へ変換され，出力ポート Port 2 へと信号は伝搬する．この場合も，オープンスタブ
#2 や Port 3 側へは信号は原理的に伝搬しない．これは，ダイオード D3とオープンスタ





(a) 正電圧印可時 [D1，D3: OFF，D2，D4: ON] (b) 負電圧印可時 [D1，D3: ON，D2，D4: OFF] 
図 4-4 SPDT スイッチの基本動作 
 
より入力された信号は，出力ポート Port 2 へ出力される．この時，Port 3 はアイソレー
ションポートとなる．負電圧印加時は，正電圧印加時と同様な原理により，ダイオード
D1・D3が ON 状態，D2・D4が OFF 状態となる．Port 1 より入力された信号はダイオー
ド D2側へ信号が伝搬され，出力ポート Port 3 へ出力される．この時，Port 2 はアイソレ
ーションポートとなる． 
 
4.2.3.3  回路の解析・測定結果 
 本節では，設計周波数 10 GHz の SPDT スイッチの解析・測定結果について，評価検
討を行った．解析には，Agilent 社の電磁界シミュレーター (EMPro，FEM) を使用した．
ダイオードは，PIN ダイオード (MPB1036-B11) を使用する．ダイオードが持つ抵抗成
分とキャパシタ成分はそれぞれ 3 ，0.04 pF であり，物理的サイズは 0.2×0.7 mm であ
る．解析では，スイッチの基本動作を確認するために，ON/OFF 状態のダイオードを抵
抗 (3 とキャパシタ (0.04 pF) に置き換えている (図 4-3)．測定では，PIN ダイオー








(a) 反射係数特性，挿入損失特性            (b) アイソレーション特性 
図 4-5 SPDT スイッチの S-parameter の解析・測定値 
 
図 4-5 (a) に，反射係数特性と挿入損失特性の解析・測定値を示し，同図 (b) に，ア
イソレーション特性の解析・測定値を示す．同図 (a) より，正負の電圧印加時共に，解
析・測定結果は非常によく一致している．正電圧印加時では，解析と測定の S21は，10 GHz
でそれぞれ-1.2 dB，-3 dB という結果を得た．この差異は，スロットリングのエッジ部
分の精度やマイクロストリップ-スロット分岐回路の変換損失によるものである．S11は，
解析と測定共に 10 GHz で約-17～-20 dB という良好な結果を得た．さらに，S31と S32






正電圧印加時の場合と同様な結果を示した (図 4-5 (b))． 
以上より，ダイオードの制御印加電圧の切り替えにより，出力ポート (Port 2，Port 3)
が切り替わることを確認した．直交励振平面アレーアンテナと一体複合化により偏波切





4.2.4  解析・測定結果 
 本節では，設計周波数 10 GHz の SPDT スイッチを用いた直交直線偏波切り替え機能
を有する平面機能アレーアンテナの解析・測定結果について，評価検討を行った．解析
には，Agilent 社の電磁界シミュレーター (EMPro，FEM) を使用した．アレーアンテナ
全体を解析する際には，SPDT スイッチ単体の場合と同様に，ダイオードを抵抗 (3 ) 
とキャパシタ (0.04 pF) に置き換えている．使用する基板やダイオードは，前節と同じ
ものであり，ダイオードの制御印加電圧は +0.8/-0.8 V である．そして，解析と測定の
周波数範囲を 9.0～11.0 GHz とした． 
図 4-6 (a) と (b) に，本アレーアンテナの偏波角特性と反射係数特性の解析・測定値
をそれぞれ示す．同図 (a) より，解析と測定共に，10 GHz で正確な偏波角 = +45/-45
度を実現した．その時の S11は 9.75 ～ 10.25 GHz で-10 dB 以下という結果を得たが，
その動作比帯域は約 4～5％と比較的狭い．これは，平面アンテナが一般的に狭帯域特
性を持っているためである．また，解析・測定結果には異なった傾向がみられる．これ
は，SPDT スイッチ特性 (図 4-5) やエアブリッジの精度が影響している．しかしながら，
測定では S11が-14 dB 程度と反射は抑えられている． 
次に，図 4-7 (a)～(d) に，本アレーアンテナの放射パターンの解析・測定値を示す．
結果より，すべての解析と測定共に非常によく一致しており，主偏波成分に対する交差
偏波成分は-20 dBという結果を得た．アレーアンテナ単体 (第 3 章) の特性と比較して，
主偏波に対する交差偏波成分が増加している．しかしながら，-20 dB という値も極め
て小さい値であるため，交差偏波成分は十分に抑圧されていると考えてよい．さらに，
このアレーアンテナの利得は，解析・測定ではそれぞれ 11.5 dBi，8 dBi である．この差
異は，SPDT スイッチの挿入損失特性が大きく影響している． 
以上より，本直交直線偏波切り替え平面機能アレーアンテナは，ダイオードの制御印




























(a) 正電圧印加時の E 面放射パターン    (b) 正電圧印加時の H 面放射パターン 
 
 
(c) 負電圧印加時の E 面放射パターン    (d) 負電圧印加時の H 面放射パターン 
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4.3 SPDT スイッチを用いた直交円偏波 
切り替え平面機能アレーアンテナ 
4.3.1  基本構成 
 本節では，直交励振平面アレーアンテナのさらなる展開である直交円偏波切り替え平
面機能アレーアンテナについて述べる (図 3-3)． 
図 4-8 に，SPDT スイッチを用いた直交円偏波切り替え平面機能アレーアンテナの基
本構成を改めて示すと共に，その実現例を示す．同図 (a) において，本アレーアンテナ
は，直交円偏波共用平面アレーアンテナ (第 3 章) と SPDT スイッチ (第 4 章) を誘電
体 1 層基板で一体複合化した構成である．この構成により，ダイオードの制御印加電圧




4.3.2  基本動作 
 図 4-9 (a) と (b) に，本アレーアンテナの基本動作を示す．例えば，本アレーアンテ
ナの入力ポート Port 1 より RF 信号を入力し，SPDT スイッチの出力ポートを Port 2 と
する．Port 2 より出力された信号は,/2 ハイブリッド回路を伝搬し，Port 4 と Port 5 に
信号が出力される．この時，Port 4 の出力信号の位相は Port 5 に対して/2 だけ進む．
その後，位相差/2 の 2 つの信号はアレーアンテナ給電回路の直列・並列分岐回路を伝
搬し，各アンテナ素子へ給電される．この時，各アンテナ素子上には 2 つの信号が存在
する．これらの信号は，円偏波励振の必要条件である直交かつ位相差/2 を持つ．その
結果，右旋円偏波 (RHCP) が励振される．同様に，SPDT スイッチの出力ポートが Port 
3 の場合，Port 4 の出力信号の位相は Port 5 に対して/2 だけ遅れる．この場合，左旋円








(b) 実現例 [80×120×0.8 mm] 
図 4-8 10 GHz の SPDT スイッチを用いた直交円偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 




(a) 右旋円偏波 (RHCP)                 (b) 左旋円偏波 (LHCP) 

















4.3.3  測定結果 
 本節では，設計周波数 10 GHz の直交円偏波切り替え平面機能アレーアンテナの測定
結果について，評価検討を行った結果を示す．各部 (直交円偏波共用平面アレーアンテ
ナ，SPDT スイッチ) の特性は第 3 章，第 4 章より確認済みのため，ここでは一体複合
化した全体の特性について述べる．使用する基板やダイオードは前節と同じものである．
解析と測定の周波数範囲を 9.0～11.0 GHz とした． 
 図 4-10 (a) と (b) に，本アレーアンテナの軸比特性と反射係数特性の測定値をそれぞ
れ示す．同図 (a) より，10.2～10.6 GHzで軸比3 dB以下を実現し，2種類の円偏波 (RHCP，
LHCP) 励振を確認した．この場合の 3 dB 軸比帯域は約 3.8%という結果を得た．直交円
偏波共用平面アレーアンテナと比較し，3 dB 軸比帯域は狭帯域である．これは，/2 ハ
イブリッド回路の特性を最大限に活かせてないことによるものである．円偏波共用の場
合は，/2 ハイブリッド回路のアイソレーションポートを 50 で終端する．これに対し
て，円偏波切り替えの場合は，アイソレーションポートを SPDT スイッチと接続してい
るため，そこで反射が起こり，/2 ハイブリッド回路の特性劣化を引き起こしている．
これにより，軸比特性が直交円偏波共用よりも狭くなっている．同図 (b) より，S11 が
9.25～10.75 GHz において-10 dB 以下を実現した．さらに，図 4-11 (a) と (b) に，2 種
類の円偏波 (RHCP，LHCP) の測定の放射パターンを示す．2 種類の円偏波の xz 面と
yz 面の放射パターンは，非常によく一致している．しかし，xz 面の= 120 度方向に放


















(a) 軸比特性                         (b) 反射係数特性 
図 4-10 SPDT スイッチを用いた直交円偏波切り替え平面機能アレーアンテナの測定値 
 
 
(a) 右旋円偏波 (RHCP)                  (b) 左旋円偏波 (LHCP) 






4.4 RF-MEMS スイッチを用いた直交直線偏波 
切り替え平面機能アレーアンテナ 
4.4.1  基本構成 
前節では，SPDT スイッチや/2 ハイブリッド回路を直交励振平面アレーアンテナと
一体複合化した平面機能アレーアンテナを実証した．しかし，本 SPDT スイッチは，測







 図 4-12 に，直交励振平面アレーアンテナと RF-MEMS スイッチを一体複合化した直
交直線偏波切り替え平面機能アレーアンテナの基本構成を改めて示す．そして，図 4-13
に，その実現例を示す．図 4-13 (a) に示す黒いチップが RF-MEMS スイッチである．本











































図 4-13 7.5 GHz の RF-MEMS スイッチを用いた直交直線偏波切り替え平面機能アレー 
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4.4.2  基本動作 
 図 4-14 に，本アレーアンテナの基本動作を示す．例えば，RF-MEMS スイッチの出力
ポートを Port 2とする．Port 1より入力されたRF信号は，RF-MEMSスイッチを通過し，
Layer-1 の Port 2 に出力され，伝搬される．そして，信号はアレーアンテナ給電回路の
直列・並列分岐回路を伝搬し，各スロットリングアンテナ素子へ給電される．この時，
偏波角 = -45 度の直線偏波が励振される．同様に，RF-MEMS スイッチの出力ポートが
Port 3 の場合，Port 1 からの入力 RF 信号は Port 3 側，即ち Layer-3 のマイクロストリッ
プ線路を伝搬する．その後，信号はアレーアンテナ給電回路を伝搬し，各スロットリン




(a) 偏波角 = -45 度の直線偏波           (b) 偏波角 = +45 度の直線偏波 






4.4.3  RF-MEMS スイッチ 
 MEMS は，Micro Electro Mechanical System の略語で，シリコンプロセス技術により微
細な機械的要素と電子回路要素を融合したシステムを意味する．MEMS 技術は精密加
工性などの優れた特徴から，光通信分野や医療分野をはじめ多岐にわたる分野への研究
がなされ，この技術を高周波帯に応用したのが RF-MEMS 技術である．MEMS 技術の
一般的な特徴は，(1) 大量生産が可能なデバイス製作法，(2) 微小な 3 次元構造の製作
が可能，(3) 製作された MEMS デバイスはリニアに動作する，(4) Si (シリコン) 系回路
との整合が良い．特に (3) において，MEMS 技術を応用したメカニズムなスイッチ
(RF-MEMS スイッチ) では，機械的に完全な ON/OFF が行われるため，低挿入損失・高
アイソレーションを実現する．RF-MEMS スイッチは，多くの研究機関で低駆動電圧，
かつ小型化な RF-MEMS スイッチの研究開発されている[58-61]． 
 本節のアンテナでは，OMRON 製 2SMES-01 の RF-MEMS スイッチを使用した[60，61]．
図 4-15 と 4-16 に，その概略図とポート配置，そして基本動作をそれぞれ示す．使用す
る RF-MEMS スイッチは，入力ポート 1 個 (Port 1)，出力ポート 2 個 (Port 2，Port 3)，
駆動回路 2 個 (#1，#2) を有し，駆動電圧 34 V で動作する SPDT スイッチ回路である．
スイッチを正常に動作させるためには，先に駆動回路 (#1，#2) に電圧を印加し，入力
ポート Port 1 へ RF 信号を入力する必要がある．これは，スイッチ動作の前に RF 信号
を入力すると，RF 信号レベル次第ではスイッチが損傷し，動作不良を起こす可能性が
あるためである．図 4-16 (a) より，駆動回路#1 に電圧を印加すると，パッケージ内の
可動電極が固定電極と結合する．そして，入力ポート Port 1 から出力ポート Port 2 への





 図 4-17 に，基板に装荷した時の RF-MEMS スイッチの回路構成と実現例をそれぞれ
示す．基板には，前節と同じものを使用した．RF-MEMS SPDT スイッチ (OMRON 製
2SMES-01) は，入出力ポートがコプレーナ線路 (CPW) である．そのため，アレーアン
テナと一体複合化するためには出力ポートをマイクロスロリップ線路 (MSL) へ変換
する必要がある．そこで，ビア・ホール (Via-hole) を用いた CPW-MSL 変換により，伝
送線路変換を行う[49]．本スイッチは，静電駆動方式を採用しているため，放電抵抗とし 




図 4-15 RF-MEMS スイッチ (OMRON 製 2SMES-01) 
 
    
 
(a) バイアス回路#1 に駆動電圧 34 V 印加 (b) バイアス回路#2 に駆動電圧 34 V 印加 
図 4-16 RF-MEMS スイッチの基本動作 
 
て 1 M以下の抵抗が必要である．放電抵抗を入れない場合は，オフしない可能性があ
る[62]．ここでは，駆動回路（#1，#2）のコプレーナ線路上に 100 kを装荷する． 
図 4-18 に，データシート[62]と比較した S-parameter の測定値を示す．結果より，駆動
回路 (#1) に 34 V 印加時，S11は 7.5 GHz で-13 dB，S21は-1.5 dB という結果を得た．ま





















図 4-18 RF-MEMS スイッチのデータシートと比較した S-parameter の測定値 
 
4.4.4  測定結果 
  本節では，設計周波数 7.5 GHz の RF-MEMS スイッチを用いた直交直線偏波切り替え
平面機能アレーアンテナの測定結果について，評価検討を行った． 
図 4-19 (a) と (b) に，本アレーアンテナの偏波角特性と反射係数特性の測定値をそれ
ぞれ示す．同図 (a) より，駆動回路 (#1) に電圧印加時に，7.5 GHz で正確な偏波角 = 
-45 度の直線偏波を実現し，駆動回路 (#2) の場合においても正確な偏波角 = +45 度の
直線偏波を実現した．同図 (b) より，S11が 7.5 GHz で-13 dB と設計周波数で反射が抑
えられていることを確認した．図 4-20 (a) に，駆動回路 (#1) に電圧印加時の E 面と H
面の放射パターンを示す．結果より，E 面と H 面の放射パターンは非常によく一致して
いる．主偏波に対する交差偏波成分は-25 dB と，十分に抑圧されている．同図 (b) に，
駆動回路 (#2) に電圧印加時の E 面と H 面の放射パターンを示す．この場合も同様に，
主偏波に対する交差偏波成分は-25 dB と，十分に抑圧されている．この交差偏波成分










(a) 偏波角特性                        (b) 反射係数特性 




(a) 駆動回路#1 に駆動電圧 34 V 印加時 (b) 駆動回路#2 に駆動電圧 34 V 印加時 
図 4-20 RF-MEMS スイッチを用いた直交直線偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
の放射パターンの解析・測定値 
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4.5 Magic-T 回路を用いた直交 4 偏波 
切り替え平面機能アレーアンテナ  




きる．ここでの直交 4 偏波とは，偏波角 = +45/-45 度の直線偏波，右旋/左旋の円偏波
(RHCP，LHCP) のことを指す． 
図 4-21 に，Magic-T 回路を用いた直交 4 偏波切り替え平面機能アレーアンテナの基本





ハイブリッド回路の 2 つの回路動作を行う．この特徴を積極的に活かし，直交 4 偏波を















図 4-21 Magic-T 回路を用いた直交 4 偏波切り替え平面機能アレーアンテナの基本構成 
 
4.5.2  基本動作 
図 4-22 に，本アレーアンテナの基本動作を示す．例えば，入力ポート Port 1 より RF
信号を入力し，移相器 (#1，#2) 間の位相差を 0 度とする．この時，Magic-T 回路の出
力ポートは Layer-1 の Port 4 となり，信号は Port 4 から出力される (図 4-22 (a))．その
後，信号は Layer-1 のマイクロストリップ線路を伝搬し，アレーアンテナの給電回路を
伝搬する．その結果，信号は各スロットリングアンテナ素子へ給電される．この場合，
本アレーアンテナは偏波角 = +45 度の直線偏波が励振される．同様に，移相器 (#1，
#2) 間の位相差を 180 度とした時，Magic-T 回路の出力ポートは Layer-3 の Port 5 となる 
(図 4-22 (b))．その後，信号は Layer-3 のマイクロストリップ線路を伝搬し，アレーアン
テナの給電回路を伝搬する．その結果，偏波角 = -45 度の直線偏波が励振される．次
に，移相器 (#1，#2) 間の位相差が-90/+90 度の時，Magic-T 回路の出力ポートは Port 4
と Port 5 となる (図 4-22 (c)，(d))．この時，出力ポート間の位相差は移相器 (#1，#2) 間
の位相差-90/+90 度が維持されるため，-90/+90 度となる．結果，右旋/左旋円偏波 (RHCP，
LHCP) が励振される． 
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(a) 偏波角 = +45 度直線偏波         (b) 偏波角 = -45 度直線偏波 
 
   
(c) 右旋円偏波 (RHCP)              (d) 左旋円偏波 (LHCP) 
図 4-22 Magic-T 回路を用いた直交 4 偏波切り替え平面機能アレーアンテナの基本動作 
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4.5.3  Magic-T 回路 
4.5.3.1  回路の基本構成・動作 
 Magic-T 回路とは元々，E 面と H 面分岐導波管が組み合わされた構造であり，方向性
結合器 (ハイブリッド回路) の一種である[16]．ここでは，マイクロストリップ線路と
スロット線路により直列分岐合成回路と並列分岐合成回路を実現し，その 2 つの回路を
組み合わせることで Magic-T 型導波管と同じ原理で方向性結合器を実現する．図 4-23
に，多層構造の Magic-T 回路の基本構成を示す．実際，直列・並列分岐合成回路の組み




より，入力 RF 信号の位相量の調節でスイッチ回路とハイブリッド回路の 2 つの回路
動作をする． 
 図 4-24 に，本 Magic-T 回路の基本動作を示す．Port 2 と Port 3 を入力ポート，Port 4
と Port 5 を出力ポートとする．例えば，入力ポート (Port 2，Port 3) 間の入力 RF 信号の
位相差を 0 度とする (図 4-24 (a))．Port 2 と Port 3 からの 2 つの入力 RF 信号は，マイク
ロストリップ線路の T 分岐部分で同相合成し，Port 4 へ合成 RF 信号が伝搬し，出力さ
れる．この時，Port 5 はアイソレーションポートとなる．次に，入力ポート (Port 2，Port 
3) 間の入力 RF 信号の位相差を 180 度とする (図 4-24 (b))．Port 2 と Port 3 からの 2 つ
の信号は T 分岐部分で逆相合成し，スロット線路を伝搬する．その結果，Port 5 へ出力
される．この時，Port 4 はアイソレーションポートとなる．故に，入力ポート (Port 2，
Port 3) 間の入力 RF 信号の位相量の調節により出力ポートが切り替わるため，スイッチ
回路として動作することになる．次に，入力ポート (Port 2，Port 3) 間の入力 RF 信号
の位相差が-90/+90 度の時，2 ハイブリッド回路として動作する (図 4-23 (c))．図 4-24 
(c) に示す様に，2 つの入力信号は，直交伝送モードでマイクロストリップ線路とスロ










図 4-23 Magic-T 回路の基本構造 
 
   
(a)                        (b)                        (c) 
図 4-24 Magic-T 回路の基本動作 
(a) 入力ポート間の位相差が 0 度の時 (b) 入力ポート間の位相差が 180 度の時 
(c) 入力ポート間の位相差が-90/+90 度の時 
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4.5.3.2  回路の解析・測定結果 
 本節では，設計周波数 7.5 GHz の Magic-T 回路の解析・測定結果について，評価検討
を行った．本回路の基本動作の確認のために，入力 RF 信号の位相量を調節する移相器
の代わりに，マイクロストリップ線路の遅延線により 0，180，90 度を実現した．解析
には，Agilent 社の ADS (Momentum) を使用し，基板には前章節と同じものを使用した．
解析と測定の周波数範囲を 6.5～8.5 GHz とした． 
図 4-25 に，入力ポート間の信号の位相差が 0，180，90 度の時の S-parameter の解析・
測定値を示す．先ず，同図 (a) に，入力ポート間の信号の位相差が 0 度の場合を示す．
結果より，解析と測定が非常によく一致している．S11は，6.5～8.5 GHz で-10 dB 以下
を実現し，S41は約-0.5 dB，S51は-35 dB 以下と良好な結果を得た．次に，同図 (b) に，
入力ポート間の信号の位相差が 180 度の場合を示す．結果より，解析と測定が非常によ




設計周波数の 1/4 波長スタブが必要となるためである．さらに，図 4-25 (c) に，入力ポ
ート間の信号の位相差が 90 度の場合を示す．結果より，解析と測定共に非常によく一



















(a) 入力ポート間の信号の位相差が 0 度  (b) 入力ポート間の信号の位相差が 180 度 
 
 
(c) 入力ポート間の信号の位相差が 90 度 






4.5.4  解析結果 
 本節では，設計周波数 7.5 GHz の直交 4 偏波切り替え平面機能アレーアンテナの解析
結果について，評価検討を行った．設計するにあたり，解析には Agilent 社の電磁界解
析シミュレーター (EMPro，FEM) を使用した．本アレーアンテナの基本動作の確認の
ために，Magic-T 回路の場合と同様に，入力 RF 信号の位相量を調節する移相器の代わ
りに，マイクロストリップ線路の遅延線により 0，180，-90/+90 度を実現した．解析の
周波数範囲は，6.5～8.5 GHz とした．  
 図 4-26 (a) と (b) に，入力ポート間の信号の位相差が 0，180 度の場合の本アレーア
ンテナの偏波角特性と反射係数特性の解析値をそれぞれ示す．同図 (a) より，7.5 GHz
で位相差 0，180 度共に，正確な偏波角 = +45/-45 度を実現した．S11は，7.25～8.0 GHz




 次に，図 4-28 (a) と (b) に，入力ポート間の信号の位相差が-90/+90 度の場合の本ア
レーアンテナの軸比特性と反射係数特性の解析値をそれぞれ示す．同図 (a) より，7.35
～7.55 GHz で軸比 3 dB 以下を実現し，2 種類の円偏波が励振されていることを確認し
た．この時，3 dB 軸比帯域は 2.8%という結果を得た．これは，移相器をマイクロスト
リップ線路の遅延線で実現しているため，狭帯域特性となっている．さらに，図 4-29 (a) 
と (b) に，7.5 GHz の円偏波の放射パターンの解析値を示す．結果より，円偏波の場合
も主偏波に対する交差偏波成分は，-20 dB と十分に抑圧されていることを確認した． 















(a) 偏波角特性                        (b) 反射係数特性 




(a) 直線偏波角 = +45 度の時            (b) 直線偏波角 = -45 度の時 









(a) 軸比特性                         (b) 反射係数特性 




(a) 右旋円偏波 (RHCP)                  (b) 左旋円偏波 (LHCP) 
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面アレーアンテナと高周波機能回路 (SPDT スイッチ，/2 ハイブリッド回路，Magic-T
回路) やチップ (RF-MEMS スイッチ) 等と一体複合した構造であり，極めて簡易な構
造である．以下に，本章で得られた結果を示す． 
① SPDT スイッチを用いた直交直線偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
 マイクロ波複合技術による平面機能アレーアンテナ 
 両平面回路技術を用いた SPDT スイッチのダイオードへの印加電圧の切り替
えにより，直交する偏波角 = +45/-45 度の直線偏波を切り替える 
 すべての交差偏波成分が主偏波に対して-20 dB の抑圧を実現 
② SPDT スイッチを用いた直交円偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
 マイクロ波複合技術による平面機能アレーアンテナ 
 両平面回路技術を用いた SPDT スイッチのダイオードへの印加電圧の切り替
えにより，直交する 2 種類の円偏波 (RHCP，LHCP) を切り替える 
 3 dB 軸比帯域 3.8 %の広帯域特性を有する 
③ RF-MEMS スイッチを用いた直交直線偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
 マイクロ波複合技術による多層構造平面機能アレーアンテナ 
 RF-MEMS スイッチの駆動回路の切り替えにより，直交する偏波角 = +45/-45
度の直線偏波を切り替える 
 すべての交差偏波成分が主偏波に対して-25 dB の抑圧を実現 
④ Magic-T 回路を用いた直交 4 偏波切り替え平面機能アレーアンテナ 
 マイクロ波複合技術による多層構造平面機能アレーアンテナ 
 ダイオード等のスイッチングデバイスを一切必要としない 
 入力 RF 信号の位相量の調節 (0/180 度，-90/+90 度)により，スイッチ回路と
/2 ハイブリッド回路の 2 つの回路動作をさせ，結果，偏波角 = +45/-45 度の
直線偏波，右旋/左旋円偏波 (RHCP，LHCP) すべてを自在に切り替える 
 すべての交差偏波成分が主偏波に対して-20〜-40 dB の抑圧を実現 
従って，直交励振平面アレーアンテナと高周波機能回路等と一体複合化，即ちマイク
ロ波複合技術により極めて簡易な構造で平面機能アレーアンテナを実証した． 
  83 
 
 




5.1 はじめに                                              
電波は主に，衛星，パソコンや携帯電話の情報通信などに利用されている．近年では，
電力を情報のように無線伝送する無線電力伝送への期待が非常に高まっている[45]．無線







































図 5-1 電気自動車のワイヤレス給電の一例 
(2012 ISAP の企業展示で撮影) 
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5.2 マイクロ波複合技術によるクテナユニット         
5.2.1  基本構成 













① 整流用ダイオードへの RF 入力は逆位相の平衡信号にする．これは，従来の整流
回路より 2 倍程度の電圧をダイオードへ印加できるためである．小電力密度下で
も高い RF-DC 変換効率が期待できる． 
② サブアレーの裏面接地導体を分離するスリットを設けると共に，整流用ダイオー
ド直下のスリット上にコンデンサを装荷する．この装荷したコンデンサには (i) 
RF 信号の短絡，(ii) 整流電荷蓄積という 2 つの役割がある．ここで使用するコン
デンサの容量は，設計周波数で短絡となる容量を選択しなければならない．さら
に，裏面接地導体をスリットにより分離したことで，(i) アンテナ地板，(ii) 直流
回路の電極の 2 つの役割を果たす． 
③ 設計周波数における 1/4 波長のショートスタブを整流用ダイオード電極に近接し
て配置する．図 5-3 (b) に示す様に，このショートスタブには (i) 直流リターン










① アンテナアレー設計の柔軟性 (Antenna Array Design Flexibility) 
② レクテナユニットの拡張性 (Rectenna Unit Extensibility) 
特徴①について，図 5-3 に，その一例 (8 素子レクテナユニット) を示す．本レクテナ
構成は，図 5-2に示す基本構成を変えずに自在にアンテナ素子数を変えることができる．




について，図 5-4 (a) と (b) に，レクテナユニットの拡張の基本構成とその実現例 (電
波時計) を示す．裏面接地導体はアンテナ地板の他に，直流電極の役割があるため，乾
電池を直列，並列，そして直並列接続する様に，本レクテナユニットも直列，並列，そ





















































(b) 実現例 (電波時計) 
図 5-4 レクテナユニットの拡張性 
 




5.2.2  基本動作 
 図 5-5 に，4 素子レクテナユニットの基本動作を示す．黒線は RF 信号を受信後の直
流整流電流の流れを示す．本レクテナユニットは，受信 RF 信号の極性により，2 つの
動作状態となる．例えば，受信 RF 信号の極性がレクテナユニットのダイオードに対し





め，コンデンサには電荷は蓄積されない (図 5-5 (b))． 
従って，本レクテナユニットは半波整流回路動作をする．なお，8 素子レクテナユニ
ットの動作は 4 素子の場合と同様である． 
 
5.2.3  RF-DC 変換効率の評価方法 
 図 5-6 に，レクテナユニットの特性を測定するための測定環境を示す．レクテナユニ
ットは，電波暗室の中で測定を行う．送信側には，10.2 dBi @ 5.8 GHz の標準のホーン
アンテナ (ETS，3115) と Signal Generator (SG，HP83650B) を使用する．図中に示す RL
と D は，それぞれ負荷抵抗と送受信間の距離である．RF-DC 変換効率 (は，出力電




P                                                         (1) 
ここでのレクテナの最大受信電力 (Prectenna) の求め方は，受信側の最大電力密度 (PD)










                                 (2) 
Aer とは実効面積 (= 受信アンテナがどれだけの面積にわたる電力密度を取り込むかを
表す指標) のことであり，レクテナの利得 (GR) と設計周波数の波長 () により定義さ











                        
(3) 




(a) ダイオード極性に対して RF 信号が順方向 
 
 
(b) ダイオード極性に対して RF 信号が逆方向 
図 5-5 4 素子レクテナユニットの基本動作 
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5.2.4  レクテナユニットの利得推定 
 本節では，設計周波数 5.8 GHz のレクテナユニットのサブアレー (#1，#I) 特性の解
析・測定結果について，評価検討を行った．そして，4 素子と 8 素子レクテナユニット
の利得 (GR4，GR8) を推定した．同時に，偶数次高調波抑圧用のスタブの効果の検討も
行った．解析には，Agilent 社の ADS (Schematic) を使用し，基板には前章と同様のテフ
ロン基板 (CGS-500A，比誘電率 r : 2.15，厚さ h : 0.8 mm，誘電正接：0.0010) を使用
した．解析の周波数範囲を 4.0～12.0 GHz，測定の周波数範囲を 5.0～7.0 GHz とした． 
 図 5-7 (a) に，サブアレー (#1) の S-parameter の解析・測定値を示す．結果より，解
析と測定共に，5.8 GHz で反射係数-20～-25 dB と十分に反射が抑えられていることを
確認した．解析では，スタブなしの場合の第 2 次高調波 (11.6 GHz) の反射係数は-20 dB
であるのに対して，スタブありの場合は-3 dB と抑圧された結果を得た．これにより，
ショートスタブによる第 2 次高調波成分の抑圧を確認した．図 5-7 (b) に，サブアレー 
(#1) の E 面と H 面の放射パターンの測定値を示す．結果より，基本的な並列接続した
アレーアンテナの放射パターンとなっており，サブアレー (#1) 利得は 8 dBi という結
果を得た． 
次に，図 5-8 (a) に，サブアレー (#I) の S-parameter の解析・測定値を示す．結果よ
り，サブアレー (#1) と同様に，5.8 GHz で反射係数が最小となり，解析では-25 dB，
測定では-13 dB という結果を得た．この場合も完全に第 2 次高調波成分を抑圧してい
ることを確認した．図 5-8 (b) より，サブアレー (#I) の E 面と H 面の放射パターンの
測定値を示す．結果より，E 面と H 面の放射パターンは非常によく一致しており，サイ
ドローブやバックローブも抑えられている．さらに，サブアレー (#I) 利得は 10.4 dBi
という結果を得た． 















(a) 反射係数特性                  (b) 5.8 GHz の放射パターン 
図 5-7 サブアレー (#1) の解析・測定値 
 
 
(a) 反射係数特性                 (b) 5.8GHz の放射パターン 
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5.2.5  測定結果 
 図 5-9 と 5-10 に， 4 素子と 8 素子レクテナユニットの実現例を示す．本レクテナユ
ニットでは，ショットキーバリアダイオード (Metelics, MSS20 146-B10B) と 3 pF のコ
ンデンサを使用した．このコンデンサは5.8 GHzで短絡，かつ電荷蓄積の役割を果たす．
測定において，送受信間の距離 (D) は 1.8 m とし，受信電力密度 (PD) と負荷抵抗 (RL : 
36 ～5600 を変化させて評価を行った． 
図 5-11 に，4 素子レクテナユニットの電力密度と負荷抵抗を変化させた時の出力電圧
と出力電力の測定結果を示す．同図 (a) は，負荷抵抗に対する出力電圧 (Vdc) を示して
いる．結果より，負荷抵抗と電力密度を変化させると，出力電圧が高くなっていること
が確認できる．特に，電力密度 0.035 W/m2の時に，最大出力電圧は 250 mV という結果
を得た．同図 (b)は，負荷抵抗に対する出力電力 (Pdc) を示しており，負荷抵抗 470 
の時に，最大出力電力は約 26 W という結果を得た．次に，図 5-12 に，8 素子レクテ
ナユニットに出力電圧と出力電力の測定結果を示す．結果より，4素子の場合と同様に，
負荷抵抗と電力密度を変化させると，出力電圧が高くなっていることが確認できる 
(図 5-12 (a))．特に，電力密度 0.031 W/m2の時に，最大出力電圧は約 270 mV という結果
を得た．図 5-12 (b)は，負荷抵抗に対する出力電力 (Pdc) を示しており，負荷抵抗 390 
の時に，最大出力電力は約 38 W という結果を得た． 
図 5-13 に，負荷抵抗 390 時の 4 素子と 8 素子レクテナユニットの受信電力密度の対
する出力電力を示す．結果より，8 素子レクテナユニットの出力電力が 4 素子に対して
2 倍程度となっている．これは，マイクロストリップアンテナ素子数が 2 倍になったこ
とで受信可能な電力が 2 倍になったためである．さらに図 5-14 に，4 素子と 8 素子レク
テナユニットの電力密度に対する RF-DC 変換効率を示す．結果より，電力密度 0.040 
W/m2以下で最大 RF-DC 変換効率は約 25～27%という結果を得た．この測定結果は，従










































(a) 出力電力 (Vdc)                      (b) 出力電力 (Pdc) 
図 5-11 4 素子レクテナユニットの電力密度と負荷抵抗を変化させた時の測定値 
 
  
(a) 出力電力 (Vdc)                      (b) 出力電力 (Pdc) 










図 5-13 4 素子と 8 素子レクテナユニットの受信電力密度に対する出力電力 
 
 
















① 整流用ダイオードへの RF 入力は逆位相の平衡信号にすることで従来のものより，
2 倍程度の電圧をダイオードへ印加できる．これは，受信電力密度が小さい場合
でも，高い RF-DC 変換効率が期待できる 
② パッチアンテナ素子数を自在に変えられる (アンテナアレー設計の柔軟性) 
③ 自在に直列，並列，さらに直並列接続が容易に可能 (レクテナユニットの拡張性) 
これらの特徴は，大規模構成が必要な SPS にも非常に有効である．測定を通して，電






































る/2 ハイブリッド回路を一体複合化することで，従来にない 10%の 3 dB 軸比帯域を有
する直交円偏波共用平面アレーアンテナも実現した．  
 




/2 ハイブリッド回路，Magic-T 回路) や半導体チップ (RF-MEMS スイッチ) 等と一体
複合することで容易に実現した．SPDT スイッチや RF-MEMS スイッチを用いた場合は，
ダイオードの制御印加電圧の切り替え，または駆動電圧の切り替えにより直線偏波や円
偏波を自在に切り替えられることを実証した．さらに，Magic-T 回路を用いた場合は
















規模構成に非常に有効な特徴を有している．測定では，電力密度 0.040 W/m2 以下で最











能や性能の高度化を可能にする．また，LTCC (Low Temperature Co-fired Ceramics) や









 図 A-1 に，アンテナ利得測定のための測定環境を示す．送信側に標準ホーンアンテナ
(ETS, 3115)，受信側に送信側と同じ標準ホーンアンテナとアンテナ利得測定用アンテ
ナを用いる．図中の Dは，送受信間の距離を表している． 
 先ず，図 A-1 (a) に示す様に，送受信に標準ホーンアンテナを使用する．そして，受















                                       
(A-1) 
Gr1は受信側のホーンアンテナの利得を表す． 
 次に，アンテナ利得測定用アンテナの受信電力 (Pr2) を測定する (図 A-1 (b))．これ
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